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私どもは、出版及びその関連産業、並びに地域の皆様の金融の円滑化に

尽くすことを使命とし、相互扶助の精神に基づいて組合員に奉仕し、皆様

と共に発展して参ります。

ここに、平成２６年度３月期の決算に基づいて、経営成績並びに経営の状

況を公開いたします。
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事業の概況・組織

環境
平成２５年度の我が国経済は、政府、日銀一体となった金融緩和政策によって、景気回復感がでてきている一方

で、新興国の経済成長に鈍化傾向があらわれ、依然として難しい局面をむかえています。当組合が拠って立つ出
版及びその関連産業では、少子高齢化、活字離れの影響を受けて、販売額減少傾向に歯止めがかかりにくい状況
となっており、他の産業と同様に多様化する消費行動に対応することが求められております。このような状況を
乗り切るために、新規事業進出、営業品目の追加、Ｍ＆Ａ等の事例が現出しており、この傾向は当面続くと考え
られます。業域信用組合として、情報の提供力を試される時代と認識しています。

預金・貸出
（１）弊組合の預金等は、長引く低金利政策や業態を超えた金融機関間の競争にもかかわらず、お客様のご理解
とご支援をいただき、期末残高は３４７億１，２００万円と前期比１７億９，９００万円の増加となりました。期中平均残高は、店
舗統廃合による影響が残り、３２４億４，３００百万円と前期比７億７，８００万円の減少となっております。
（２）貸出につきましては、資金需要の減退、新規融資の伸び悩み等苦戦を強いられましたが、積極的な営業展
開を図った結果、期末残高は１７６億７，２００万円と前期比１億４，０００万円の増加、期中平均残高は、１６８億２００万円、前
期比５億２，０００万円の増加をはかることができました。

損益の状況
（１）収益面では、業務収益の柱である貸出金利息は、貸出金期中平均残高が増加したものの、貸出金利回りの
低下から、３億４，３００万円と前期比１，０２７万円減少しました。また、余裕資金は、安全性重視で運用し、全信組連
預け金を増額しましたが、市場金利低下から預け金利息は１，４００万円減少しました。有価証券利息配当金は、円
安進行による為替系仕組債の配当回復から、５００万円増加しました。役務取引等収益は前年比横ばい、その他業
務収益では、国債等売却益が１，９００百万減少となっています。以上の結果、経常収益は、５億６，２００万円と前期比
３，２００万円の減収となりました。
（２）費用面では、定期預金金利を逐次見直した結果、預金利息・給付補填金は、３，８００万円と前期比１，９００万円
減少しました。また、経費につきましては、店舗統廃合に係る費用削減から４億４，２００万円と前期比５００万円減少
させることができました。その他経常費用では、貸倒引当金繰入２，６００万円、貸出金償却を１，０００万円行いました。
この結果、経常費用は、５億３，７００万円と前期比２，２００万円の減少となりました。
（３）以上の結果、経常利益は２，５００万円と昨期に続き黒字を計上しましたものの、前期比１，０００万円の減益とな
りました。今期は、平成２４年度に廃止した２店舗を売却いたしましたことから、合計で２００万円の処分益を計上す
るとともに、６，９００万円の法人税等調整額が生じ、当期純利益は、９，５００万円となりました。なお、旧店舗売却に
伴い土地再評価差額金１億５，４００万円を取崩しました結果、当期未処分剰余金は２億７，７００万円となっております。

対処すべき課題
平成２６年度においては、政府による財政出動、日銀による金融緩和策の継続によって、緩やかな景気回復が続

くと見込まれますが、中小企業分野における金融機関の競合は激しさを増す一方で、業況不芳先企業に対する融
資条件を見直す動きも顕在化しています。
弊組合では、このような状況に対応し、出版及びその関連産業、地域に強固な事業基盤を有する信用組合とし

て、資本効率を重視した業務運営を徹底してまいります。具体的には、ガバナンス機能を強化して出版及びその
関連産業並びに地域との連携を図り、業務純益の確保・拡大を進め総資金利鞘の改善に努めるとともに、コンプ
ライアンス遵守態勢、リスク管理態勢を強化します。さらに、職員の育成に努めて、お客様の満足度向上を図っ
てまいります。平成２６年度を、持続的成長可能な利益を確保する態勢を整備する一年と位置付けて、全力で取り
組んでまいる所存であります。

第６２期（平成２５年度）経営環境・事業概況
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基本方針
当組合は、出版及びその関連産業と地域の金融の円滑化に尽くすことを使命とし、相互扶助の精神に基づいて

組合員に奉仕し、皆様と共に発展してまいります。
経営方針
当組合は、出版及びその関連産業と地域の皆様にお役に立つ身近な協同組織金融機関として、一層のご信頼を

いただける経営を目指し、健全性確保と経営基盤の強化に努めます。
そのために
（１）業界と地域の発展、さまざまなニーズに金融面から的確にお応えしてまいります。
（２）収益性・安定性を高めて、自己資本の充実を図ります。
（３）コンプライアンス遵守態勢、リスク管理態勢を引続き強化します。
（４）金融人として成長し、お客様の負託にお応えできる人材、組織作りに努めます。

事 業 方 針

●●●事 業 の 組 織

会 長

総 代 会

理 事 会

監 事 会

監 査 室

経営評議会

常 務 理 事

理 事 長

営業推進本部

常勤役員会

営業店（２店舗）業務推進部融 資 部 事 務 部 総 務 部
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平成２６年３月末現在
理事会長 大坪 嘉春 （※） 理 事 竹尾 稠 （※）
理 事 長 大谷 健美 理 事 常川 和勇 （※）
常務理事 広瀬 正 理 事 林 庸光 （※）
常務理事 柿本 和美 理 事 福田 光明 （※）
理 事 秋元 康男（※） 理 事 舩坂 良雄 （※）
理 事 朝倉 邦造（※） 理 事 森永 伸博 （※）
理 事 井田 隆（※） 理 事 渡部 満 （※）
理 事 臼田 真人（※） 常任監事 瀬川 福美
理 事 相賀 昌宏（※） 監 事 後藤 武
理 事 小峰 紀雄（※） 監 事 佐竹 一郎

（注）１ 監事 瀬川福美は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の３第１項に規定する員外監事であ
ります。

２ 当組合は、職員出身者以外の理事（※印）の経営参画によって、ガバナンスの向上や組合員の意見の
多面的反映に努めております。

役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）

業種別組合員数

合 計その他紙 業取 次書 店製 版製 本印 刷出 版
６，２６９１，９６１６８６９２１９２６４７４４１，１００１，８４４

平成２６年３月３１日現在（単位：人）

経営管理体制に関する事項

総代会の仕組みと役割
信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動を通じて経済的地位の向上を図ることを目的とし

た協同組織金融機関です。信用組合には、組合員の総意により意思を決定する機関として「総会」が設けられ、
組合員は出資口数に関係なく、一人一票の議決権及び選挙権を持ち、総会を通じて組合の経営等に参加すること
ができます。組合員数が２００人を超える信用組合は、中小企業等協同組合法及び定款の定めるところによって、総
会に代わる「総代会」を設けることができ、当組合でも組合員全員の同意を得るには組合員数が多く困難なため、
「総代会」を設置しています。総代会は信用組合の最高意思決定機関であり、決算、事業活動等の報告が行われ
るとともに、剰余金処分、事業計画の承認、定款変更、理事・監事の選任など、信用組合の重要事項に関する審
議、決議を行います。

総代の選出方法、任期、定数
総代は、総代会での意思決定が広く組合員の意思を反映し適切に行われるように、業種別及び地域の代表とし

て組合員の中から総代選挙規約に基づき選挙を行い選出されます。
総代の任期は２年、総代の定数は、定款において１３０人以上１６０人以内とされており、平成２６年３月３１日現在１３９
人であります。

総代会について

組合員資格に係る地区一覧
当組合の地区組合員資格

都内一円
小規模の出版業、印刷業、製本業、製版業、出版物
小売業、取次業、紙業及びこれに関する小規模の事業者並びにそ
の法人の役員及び勤労者

千代田区、新宿区、中央区、文京区、板橋区、港区上記以外の小規模の一般の事業者並びにその法人の役員
右記に勤務先がある勤労者、住所又は居所を有する個人
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第６２期通常総代会の議事概要
平成２６年６月２４日第６２期通常総代会を日本出版クラブ会館で開催いたしました。当日は、総代１３９名のうち、出
席者１１２名（うち委任状出席２４名・書面議決出席１７名）のもと、全議案が原案通り可決・承認されました。
第１号議案 第６２期 事業報告・貸借対照表・損益計算書承認の件
第２号議案 第６２期 剰余金処分案承認の件
第３号議案 第６３期 事業計画及び収支予算案承認の件
第４号議案 第６３期 事業年度役員報酬承認の件
第５号議案 組合員除名承認の件

法令等遵守体制の維持・向上は、当組合の最重要経営課題であり、出版及びその関連産業、地域における協同
組織金融機関としてコンプライアンス・マニュアルを制定し、経営の健全性・業務の適切性の確保に努めています。
当組合では、コンプライアンス委員会、常勤役員会でコンプライアンス・プログラム（年度計画）を策定し、

理事会に報告のうえ、本部・営業店にコンプライアンス・オフィサーを配置して実践に努めております。

個人情報保護宣言
当組合では、個人情報保護の重要性に鑑み、「個人情報の保護に関する法律」等の関係法令等を遵守して、お客

様の情報を厳格に管理し、お客様の希望に沿って取扱うとともに、その正確性・機密の保持に努めることを宣言
しています。

反社会的勢力に対する取組み
当組合は、業域信用組合としての社会的責任と公共的使命に鑑みて、「反社会的勢力対応規程」等を定め、社会

の秩序や安全に脅威を与え健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断していま
す。反社会的勢力からの不当な要求に対しても確固たる態度で対応するなど、反社会的勢力への対応に取組んで
おります。

苦情処理措置
ご契約内容や商品に関する苦情等は、お取引きのある営業店または下記の窓口にお申し出ください。
本部相談窓口 業務推進部 ０３－３２９２―８２８１（代表）
受付日 月曜日～金曜日（土日、祝日及び組合の休業日は除く）
受付時間 午前９時～午後４時

なお、苦情等対応手続については、店頭掲示のポスターまたは当組合のホームページをご覧ください。
http://www.bunka-shinyo.co.jp

紛争解決措置

上記 弁護士会が設置運営する仲裁センター等で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご相談を希望される
お客様は、当組合本部相談窓口またはしんくみ相談所にお申し出ください。また、お客様から直接各弁護士会に
お申し出いただくことも可能です。なお、上記弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客様もご利
用いただけます。
仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立てについて、当事者のご希望を聞いたうえで、アクセ

スに便利な地域で手続きを進める方法もあります。
①移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に移管する。
②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ

東京弁護士会 紛争解決センター
（電話 ０３－３５８１－００３１）

第一東京弁護士会 仲裁センター
（電話 ０３－３５９５－８５８８）

第二東京弁護士会 仲裁センター
（電話 ０３－３５８１－２２４９）

一般社団法人 全国信用組合中央協会 しんくみ相談所

受付日 月曜日～金曜日（土日、祝日及び協会の休業日は除く）
受付時間 午前９時～午後５時
電話 ０３－３５６７－２４５６
住所 〒１０４－００３１

東京都中央区京橋１－９－１（全国信用組合会館内）

法令等遵守体制

苦情処理措置及び紛争解決措置の内容
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会議システム等により、共同して解決に当る。
※移管調停、現地調停は、全国の弁護士会で実施しているものではありませんのでご注意ください。具体的な内
容は、仲裁センター等にご照会ください。

金融自由化、国際化等の進展や情報技術の発達により、金融機関を取り巻く環境は大きく変化しております。
私ども信用組合は、信用リスク、市場リスク、流動性リスク、オペレーショナル・リスク等様々なリスクに直面
しています。当組合では、お客様が安心してお取引いただけますように、このような業務に内在する各種リスク
管理を強化してまいりました。理事会が「統合的リスク管理方針」「統合的リスク管理規程」を制定し、リスクの
評価及びモニタリング並びにリスク削減計画に関する重要事項を決定し、常勤役員会が多岐にわたるリスクを統
括管理する態勢としております。さらにリスク管理規程を制定し、各種リスクを的確に把握・分析し、リスク毎
の管理を厳正に行うために担当部署、役割を定め、リスク管理体制の充実に努めております。
信用リスク管理について
「信用リスク」とは、お客様の財務状態の悪化等により、貸出金の元金や利息の回収が、減少あるいは消滅する
ことにより損失を被るリスクをいいます。
当組合では、貸出審査部門と営業推進部門とをそれぞれ独立させ、融資審査に係る諸規程に従い態勢を整備し

ております。また、融資研修を実施して人材を育成し、お客様の相談に応じられる体制の強化を進めております。

市場リスク管理について
「市場リスク」とは、金利、為替、株価等様々な市場リスク・ファクターが変動することにより、資産、負債の
価値あるいは資産、負債から生じる収益が変動し損害を被るリスクをいいます。
当組合では、毎月リスク状況をモニタリングして、常勤役員会に報告する態勢としております。

流動性リスク管理について
「流動性リスク」とは、市場の混乱等によって通常より著しく不利な条件で取引を行わざるを得ない状況により
損失を被る「市場流動性リスク」と、必要な資金の確保ができなかったり、通常より著しく高い金利で資金調達
をせざるを得ない状況により損失を被る「資金繰りリスク」とがあります。
当組合では、常に関連情報の収集に努めるとともに、全国信用組合連合会への預け金等資金の効率的運用を行

い、必要な流動性を確保する態勢をとっております。

オペレーショナル・リスク管理について
「オペレーショナル・リスク」とは、事務処理、コンピュータシステム、役職員の行為等が不適切であることに
より損失を被るリスクをいいます。
当組合では、事務水準の向上や業務運営の適正化を図り、また、コンピュータの不正使用、データや情報の流

出の防止を徹底するために、職員の事務研修、営業店の自主監査、監査室による内部監査を定期的に実施してい
ます。

リスク管理体制
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経理・経営内容

●●●貸 借 対 照 表

平成２５年度末平成２４年度末科 目
（資産の部）

３４８，１０６２９２，３３４現 金
１５，０５２，７７２１３，７５４，８０２預 け 金

−−買 入 手 形
−−コ ー ル ロ ー ン
−−買 現 先 勘 定
−−債券貸借取引支払保証金
−−買 入 金 銭 債 権
−−金 銭 の 信 託
−−商 品 有 価 証 券

２，１３２，８１４１，６０６，５８２有 価 証 券
１７，６７２，５８０１７，５３２，８９７貸 出 金

（ １００，０００）（ １００，０００）（うち金融機関貸付金）
−−外 国 為 替

３２２，９８６３２３，５５６そ の 他 資 産
１，１５５，１８０１，４５０，１８６有 形 固 定 資 産
４，７８６２，８４６無 形 固 定 資 産
−−繰 延 税 金 資 産
−−再評価に係る繰延税金資産

５，８９４６，８９７債 務 保 証 見 返
△２２８，６２７△２０１，７８４貸 倒 引 当 金

（△１２６，３８５５）（△１１６，６１５）（うち個別貸倒引当金）
３６，４６６，４９５３４，７６８，３１９資産の部合計

（負債の部）
３４，７１２，７１４３２，９１３，８２６預 金 積 金

−−譲 渡 性 預 金
−−借 用 金
−−売 渡 手 形
−−コ ー ル マ ネ ー
−−売 現 先 勘 定
−−債券貸借取引受入担保金
−−コマーシャル・ペーパー
−−外 国 為 替

１７２，９６０２７３，６４７そ の 他 負 債
−−代 理 業 務 勘 定

８，８７１８，０１０賞 与 引 当 金
−−役 員 賞 与 引 当 金

２３，９７１１５，８２６退 職 給 付 引 当 金
−−役 員 退 職 慰 労 引 当 金

２，２３４４，６４０そ の 他 の 引 当 金
−−特 別 法 上 の 引 当 金
−−繰 延 税 金 負 債

１９，２４２９１，６４７再評価に係る繰延税金負債
５，８９４６，８９７債 務 保 証

３４，９４５，８８９３３，３１４，４９５負債の部合計
（純資産の部）

１，０６３，５８１１，０９４，８５８出 資 金
−−優 先 出 資 申 込 証 拠 金
−−資 本 剰 余 金

４０５，０３７１５４，９７５利 益 剰 余 金
−−自 己 優 先 出 資
−−自己優先出資申込証拠金

△４０−その他有価証券評価差額金
−−繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

５２，０２６２０３，９８９土 地 再 評 価 差 額 金
１，５２０，６０６１，４５３，８２３純資産の部合計
３６，４６６，４９５３４，７６８，３１９負債及び純資産の部合計

※貸借対照表の注記は別に記載しております。

●●●損 益 計 算 書

●●財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

平成２５年度末平成２４年度末科 目
５６２，８３７５９５，０１６経 常 収 益
４５２，４９８４７１，８８７資 金 運 用 収 益
７０，２１２７２，３３８役 務 取 引 等 収 益
６，５５８２８，７５５そ の 他 業 務 収 益
３３，５６８２２，０３５そ の 他 経 常 収 益
５３７，６８６５５９，８３１経 常 費 用
３８，６２７５８，５５４資 金 調 達 費 用
１３，８１５５，８７３役 務 取 引 等 費 用

−２，２３５そ の 他 業 務 費 用
４４２，０５３４４７，３６１経 費
４３，１８９４５，８０６そ の 他 経 常 費 用
２６，８４３−貸倒引当金繰入額
１０，６３８２８，４２８貸 出 金 償 却

−−株 式 等 売 却 損
−−株 式 等 償 却
−−金銭の信託運用損
−−そ の 他 資 産 償 却

５，７０８１７，３７７その他の経常費用
２５，１５０３５，１８５経 常 利 益
１８，６４６−特 別 利 益
１６，７４２７２４特 別 損 失
２７，０５５３４，４６０税 引 前 当 期 純 利 益
１，３６０１，７７０法人税・住民税及び事業税

△６９，５５３−法 人 税 等 調 整 額
９５，２４８３２，６９０当 期 純 利 益
２７，６９０−繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ）

−−目 的 積 立 金 取 崩 額
１５４，８１３−そ の 他 引 当 金 取 崩 額
２７７，７５２３２，６９０当 期 未 処 分 剰 余 金

（損益計算書の注記）
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨て
て表示しております。
２．出資１口当りの当期純利益８円９５銭
３．固定資産の減損に係る（「固定資産の減損に係る会計基
準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１４年８月９
日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第６号平成１５年１０月３１日）を適用
しておりますが、当期減損対象はありません。

●●●会計監査人による監査の状況について

私は当組合の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで
の第６２期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰
余金処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の
有効性を確認いたしました。

理事長

当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条
の５に規定する「特定信用組合」に該当しておりませんが、
「貸借対照表」「損益計算書」「剰余金処分計算書」等の作成
につきましては、「九段監査法人」の会計指導を受けておりま
す。

（単位：千円） （単位：千円）



７

１．記載金額は、千円単位未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満を切捨てて表示してお
ります。

２．有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、
その他有価証券のうち時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算
定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差
額については、全部資本直入法により処理しております。

３．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行っております。なお、評
価差額については、当該評価と帳簿価額の差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ
れを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産に計上しております。

再評価を行った年月日 平成１０年０３月３１日
当該土地の再評価前の帳簿価額 ３４，９９０千円
当該土地の再評価後の帳簿価額 １０６，２６０千円
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令第２条４号に定める「地価税法第１６条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する
ために国税庁長官が定めて公表した価額に合理的調整を行って算定する
方法」により算出しております。

４．有形固定資産の減価償却は、平成１８年３月期まで定率法（但し、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物付属設備を除く）
については定額法）、平成１９年３月期以降は定額法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 １０年～５０年
動 産 ３年～２０年

５．無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては当組合内における利用可
能期間（５年）に基づいて定額法により償却しております。

６．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっ
ております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のもの
は零としております。

７．貸倒引当金は、予め定めている資産査定基準及び償却・引当基準に則り、次の通り計上しております。「銀行等金融機関の資産
の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４
号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々
の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当てております｡
全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店が第１次、融資部が第２次、審査部署から独立した本部自己査定室が第

３次査定を実施し、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と

認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は１０，６３８千円であります。
また、正常先及び要注意先債権に係る信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来における支出に備えるため、過去の実

績に基づく将来の負担金支出見込額を引き当てております。
８．賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支払い見込額のうち、当期に帰属する額を計上して
おります。

９．役員賞与引当金は役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を役員賞与引
当金として計上することとなりましたが、計上すべき金額は発生しておりません。

１０．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計
上しております。なお、会計基準変更時差異（１１，５８６千円）については、１５年による按分額、全国信用組合連合企業年金基金へ
の移行により増額した退職給付債務（３２，４２２千円）は職員平均残存勤務期間１８年による按分額を費用処理しております。
また、当組合は複数事業主により設立された企業年金制度（総合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業年金制度に

関する事項は次のとおりです。
（１）制度全体の積立状況に関する事項（平成２５年３月３１日現在）
年金資産の額 ３２０，５５５百万円
年金財政計算上の給付債務の額 ３２１，３３８百万円
差 引 額 ▲７８２百万円

（２）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（平成２４年４月～平成２５年３月）
０．１４７％

１１．役員退職慰労金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当期末までに発生
していると認められる額を役員退職慰労引当金として計上することとなりましたが、当期に計上する支給見積額はありません。

１２．睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求による支払いに備えるため、過去の払戻実績
に基づく将来の払戻損失見込額２３８千円をその他引当金に含めて計上しております。

１３．破綻懸念先以下の債権に係る信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来における支出に備えるため、過去の実績に基づく
将来の負担金支出見込額で、正常先及び要注意先債権に係るものを貸倒引当金に３４２千円、破綻懸念先以下の債権に係るものを
偶発損失引当金に１，９９６千円計上しております。

１４．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。
１５．理事及び監事に対する金銭債権総額 ８８０，１２１千円
１６．有形固定資産の減価償却累計額 ５８８，９３３千円

●●● 貸借対照表の注記事項
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１７．貸出金のうち、破綻先債権額は７５，５４０千円、延滞債権額は１，０４１，４０９千円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て

又は弁済の見込みが無いものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸
出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）９６条第１項第３号のイからホに掲げる事由又は同項第４号に規
定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利

息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。
１８．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額はありません。

なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定返済日の翌日を起算日として３ヶ月以上延滞している貸出金で、
破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

１９．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建・支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済

猶予、債権放棄、その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヶ月以上延滞債権に該当し
ないものであります。

２０．破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１，１１６，９４９千円であります。
なお、１７．から２０．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

２１．貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、現金自動支払機等をリース契約により使用しております。
２２．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、１，１３５，９２２千円であります。
２３．担保に提供している資産は、預け金３，００１，４４０千円及び保証金２，０００千円であります。

上記は、公金取扱い、為替取引のために担保提供しております。
２４．出資１口当たりの純資産額 １４２円９７銭
２５．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。このため、金利変動による不利な
影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として出版関連業種及び事業地区内のお客様に対する貸出金です。また、有価証券は、
主に債券であり、満期保有目的、純投資目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変
動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情

報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管
理は、各営業店のほか本部融資部により行われ、また、定期的に経営陣によるローンレビュー等の打ち合わせ会や理事
会での審議・報告を行っております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、本部総務部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理

しております。
② 市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理

当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALM管理規程において、リスク管理手法や手続等の詳細を明記しており、ALM委員会において決定された

ALMに関する方針に基づき、理事会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。
日常的には本部総務部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応

度分析によりモニタリングを行い、月次ベースでALM委員会に報告しております。
（ⅱ）市場リスクに係る定量的情報

当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は「預け金」、「有価証
券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、「保有期間１年、過去５年の観測期間で計測される９９

パーセンタイル値」を用いた時価の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的
分析に利用しております。
当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞれ金利期日に応じて適切な期間に残

高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
なお、「有価証券」のうち債券について、金利以外のすべてのリスク定数が一定であると仮定し、当事業年度

末現在、指標となる金利が１００BPV上昇したものと想定した場合の時価は、２９８百万円減少するものと把握して
おります。
当該変動額は、金利を除くリスク定数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数との相関

を考慮しておりません。
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バラ

ンスの調整等によって、流動性リスクを管理しております。
（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており
ます。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異
なることもあります。なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計算により算出した時価に代
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わる金額を開示しております。
２６．金融商品の時価等に関する事項

平成２６年３月３１日における貸借対照表上計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。また、重要性の乏しい科目について
は記載を省略しております。

（注１） 金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（１）預け金
満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある

預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。
（２）有価証券
債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する

注記事項については第２７項に記載しております。
（３）貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、

その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額として記載しております。
① ６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積もりが困難な債権については、その帳簿価額。
② ①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を市場金利（LIBOR、SWAP等）で割り
引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
（１）預金積金
要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価とみなしております。定期預金の時価は、一

定の金額帯および期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種類の市場金利（LIBOR等）で割り引
いた価額を時価とみなしております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりま
せん

２７．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりです。
（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの

（３）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものはありません。
（４）その他有価証券

（注）貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

（単位：百万円）
差 額時 価貸借対照表計上額

８９１５，１４１１５，０５２（１）預け金（※１）

▲１９９
―

１，４００
５２６

１，５９９
５２６

（２）有価証券
満期保有目的の債券
その他有価証券

３２５１７，７６９

１７，６７２
▲２２８
１７，４４４

（３）貸出金（※１）
貸倒引当金（※２）
（小 計）

２１５３４，８３６３４，６２１金融資産計
▲４５３４，７５７３４，７１２（１）預金積金（※１）
▲４５３４，７５７３４，７１２金融負債計

（※１）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載
しております。

（※２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

貸借対照表計上額区 分
５９０千円関連法人等株式(※１）
６，０００千円非上場株式(※１）
６，５９０千円合 計

（※１）関連法人等株式及び非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが
極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

うち損うち益差 額時 価貸借対照表
計 上 額

― 千円
２００，３７０千円
２００，３７０千円

１，００５千円
― 千円
１，００５千円

１，００５千円
△２００，３７０千円
△１９９，３６５千円

１０１，０００千円
１，２９９，６３０千円
１，４００，６３０千円

９９，９９４千円
１，５００，０００千円
１，５９９，９９４千円

社 債
その他
合計

うち損うち益差 額時 価貸借対照表
計 上 額

― 千円
１，０３０千円
１，０３０千円

―千円
９８９千円
９８９千円

― 千円
△４０千円
△４０千円

６，５９０千円
５２６，２７０千円
５３２，８６０千円

６，５９０千円
５２６，２３０千円
５３２，８２０千円

株 式
社 債
合計
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２８．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
２９．当期中に売却したその他有価証券は、次の通りであります。

３０．当期中に保有目的を変更した有価証券はありません。
３１．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定は次のとおりであります。

３２．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条
件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残
高は、１，１４６，１１８千円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取り消し可能なものが
１，１４６，１１８千円であります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来

のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません｡これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当
の事由があるときは、当組合が実行申込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件がつけられて
おります。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手

続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置を講じております。
３３．繰延税金資産に係る会社区分については、日本公認会計士協会監査委員会報告第６６号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関す

る監査上の取扱い｣に基づき、繰延税金資産の回収可能性の判断は５−（１）−⑤としており、繰延税金資産は計上しておりませ
ん。

売 却 損売 却 益売却価額
―千円２，９４０千円１，９９０，０２０千円

10年超5年超10年以内1年超5年未満1年以内債券
――――国 債
――――地方債
２００，０００千円３００，０００千円１００，０００千円―社 債
１，５００，０００千円―――その他
１，７００，０００千円３００，０００千円１００，０００千円―合 計

（単位：円）
金 額科 目

２７７，７５２，９１５当 期 未 処 分 剰 余 金
これを次のとおり処分いたします。

１６０，０００，０００利 益 準 備 金
４０，０００，０００板 橋 支 店 修 繕 積 立 金
２００，０００，０００計
７７，７５２，９１５繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ）

●●●剰余金処分計算書
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損益の状況及び経営諸比率

●●●粗 利 益

（注）業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×１００

平成２５年度平成２４年度科 目
４５２，４９８４７１，８８７資 金 運 用 収 益
３８，６２７５８，５５４資 金 調 達 費 用
４１３，８７０４１３，３３３資 金 運 用 収 支
７０，２１２７２，３３８役 務 取 引 等 収 益
１３，８１５５，８７３役 務 取 引 等 費 用
５６，３９６６６，４６５役 務 取 引 等 収 支
６，５５８２８，７５５そ の 他 業 務 収 益
－２，２３５そ の 他 業 務 費 用

６，５５８２６，５２０そ の 他 業 務 収 支
４７６，８２５５０６，３１７業 務 粗 利 益
１．４６％１．５２％業 務 粗 利 益 率

（単位：千円）

●●●経費の内訳

平成２５年度平成２４年度科 目
２６５，０２０２６０，７８０人 件 費
２１８，１８２２１４，７１６報 酬 給 料 手 当
１３，４２８１３，９３６退 職 給 付 費 用
３３，４０９３２，１２７そ の 他
１６１，８３４１７２，１７９物 件 費
６１，７４７６７，０３５事 務 費
２７，４７９３４，１０１固 定 資 産 費
１４，７９４１６，６５９事 業 費
２，７９１２，８７０人 事 厚 生 費
３１，１８４２７，６４６減 価 償 却 費
２３，８３６２３，８６５そ の 他
１５，１９９１４，４０１税 金

４４２，０５３４４７，３６１経 費 合 計

（単位：千円）

●●●役務取引の内訳

平成２５年度平成２４年度科 目
７０，２１２７２，３３８役 務 取 引 等 収 益
４７，８１０４９，６３６受入為替手数料
２１，９７９２２，１５４その他の受入手数料
４２２５４８その他の役務取引等収益

１３，８１５５，８７３役 務 取 引 等 費 用
１，８８３２，０１２支払為替手数料
９，８６０１，４５７その他の支払手数料
２，０７０２，４０４その他の役務取引等費用

（単位：千円）

●●●受取利息及び支払利息の増減

平成２５年度平成２４年度項 目
１７，６９８５８，９５６業 務 純 益

（単位：千円）
●●●業 務 純 益

平成２５年度平成２４年度項 目
△１０，２７２３１，５５１受 取 利 息 の 増 減
△１９，９４１△２７，６２３支 払 利 息 の 増 減

（単位：千円）
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●●●主要な経営指標の推移

平成２５年度平成２４年度平成２３年度平成２２年度平成２１年度区 分
５６２，８３７５９５，０１６５４５，３５２５８７，７９５６３７，４２１経 常 収 益
２５，１５０３５，１８５△５５，５２１△６２，３２２１，７４４経 常 利 益
９５，２４８３２，６９０△５７，７０１△５３，２８７２５，４４７当 期 純 利 益

３４，７１２，７１４３２，９１３，８２６３５，４３４，１１３３５，１８８，１５５３２，９０３，８１２預 金 積 金 残 高
１７，６７２，５８０１７，５３２，８９７１７，１３４，０１９１７，０５５，８４２１６，８３３，４２７貸 出 金 残 高
２，１３２，８１４１，６０６，５８２２，６４１，３２０３，９９０，２６０２，８０３，２１０有 価 証 券 残 高
３６，４６６，４９５３４，７６８，３１９３７，２９０，５００３６，９７０，１５２３４，７６０，６９０総 資 産 額
１，５２０，６０６１，４５３，８２３１，４３３，７２９１，４５５，１７０１，５６７，５６９純 資 産 額
９．０５％８．５３％８．４８％９．０５％９．４７％自己資本比率（単体）

１，０６３，５８１１，０９４，８５８１，１０８，２１０１，１２３，３１７１，１２２，４０２出 資 総 額
１０，６３５，８１０口１０，９４８，５８０口１１，０８２，１０７口１１，２３３，１７０口１１，２２４，０２０口出 資 総 口 数

－－－－１６，１１６出 資 に 対 す る 配 当 金
６，２６９人６，３８１人６，４９１人６，６１１人６，５８５人組 合 員 数
３８人３４人３８人４０人４１人職 員 数

（注）１．残高計数は期末日現在のものです。
２．「自己資本比率（単体）」は、金融庁告示第２２号により算出しております。

●●●総資産利益率

（注）総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（債務保証見返を除く） 平均残高×１００

平成２５年度平成２４年度区 分
０．０７０．１０総 資 産 経 常 利 益 率
０．２７０．０９総 資 産 当 期 純 利 益 率

●●●総資金利鞘等

（単位：千円）

（単位：％）

●●預貸率及び預証率

平成２５年度平成２４年度区 分
５０．９１５３．２６（期 末）

預 貸 率
５１．７８４９．０１（期中平均）
６．１４４．８８（期 末）

預 証 率
７．１６７．９６（期中平均）

（注）１．預貸率＝貸出金÷（預金積金＋譲渡性預金）×１００
２．預証率＝有価証券÷（預金積金＋譲渡性預金）×１００
ただし、当組合は譲渡性預金残高はありません。

（単位：％）

●●●一店舗当りの預金及び貸出残高

平成２５年度平成２４年度区 分
１６，２２１１６，６１０１ 店 舗 当 り の 預 金 残 高
８，４０１８，１４１１ 店 舗 当 り の 貸 出 金 残 高

（単位：百万円）

●●●役職員１人当りの預金及び貸出残高

平成２５年度平成２４年度区 分
８１１８３０役 職 員 １ 人 当 り の 預 金 残 高
４２０４０７役 職 員 １ 人 当 り の 貸 出 金 残 高

（単位：百万円）

平成２５年度平成２４年度区 分
１．３９１．４１資 金 運 用 利 回 （ ａ ）
１．４８１．５２資 金 調 達 原 価 率 （ ｂ ）

△０．０９△０．１１資 金 利 鞘 （ ａ － ｂ ）

（単位：％）
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●●●役員の報酬体系
（単位：千円）

総会等で定められた報酬限度額当期中の支払額区 分
４０，０００３８，３７４理 事
２，０００１，８２６監 事
４２，０００４０，２００合 計

●●●資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

利 回 り （ ％ ）利 息 （ 千 円 ）平均残高（百万円）年 度科 目
１．４１４７１，８８７３３，３０２２４年度

資 金 運 用 勘 定
１．３９４５２，４９８３２，５４２２５年度
２．１７３５３，７０２１６，２８２２４年度

うち貸出金
２．０４３４３，４３０１６，８０２２５年度
０．５７８１，３６７１４，２２９２４年度

うち預け金
０．５０６６，８６７１３，２７２２５年度
１．１６３０，９２１２，６４６２４年度

うち有価証券
１．５６３６，３０４２，３２４２５年度
０．１７５８，５５４３３，２４３２４年度

資 金 調 達 勘 定
０．１１３８，６２７３２，４６７２５年度
０．１７５８，２６１３３，２２１２４年度

うち預金積金
０．１１３８，３２０３２，４４３２５年度
－－－２４年度

うち譲渡性預金
－－－２５年度
－－－２４年度

うち借用金
０００２５年度

●●●その他業務収益の内訳

平成２５年度平成２４年度項 目
－－外 国 為 替 売 買 益
－－商 品 有 価 証 券 売 買 益
２２２国 債 等 債 券 売 却 益
－－国 債 等 債 券 償 還 益
－－金 融 派 生 商 品 収 益
３６そ の 他 の 業 務 収 益
６２８そ の 他 の 業 務 収 益 合 計

（単位：百万円）

（注）資金運用勘定は「無利息預け金」の平均残高、資金調達勘定は「金銭の信託運用見合」をそれぞれ控除して記載するこ
とになっておりますが、当組合は該当ありません。

預金の状況

資金の調達

●●●預金種目別平均残高

平成２５年度平成２４年度
種 目

構 成 比金 額構 成 比金 額
３４．２１１，０８６３３．８１１，２１７流 動 性 預 金
６５．８２１，３５６６６．２２２，００３定 期 性 預 金
－－－－譲 渡 性 預 金
－－－－そ の 他 の 預 金

１００．０３２，４４３１００．０３３，２２１合 計

（単位：百万円、％）
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●●●定期預金種類別残高

平成２５年度末平成２４年度末区 分
１９，２６７２０，１０４固 定 金 利 定 期 預 金

００変 動 金 利 定 期 預 金
７１１そ の 他 の 定 期 預 金

１９，２７４２０，１１５合 計

（単位：百万円）

●●●財形貯蓄平均残高
前年度と共に取扱いはありません。

●●●預金者別預金残高

平成２５年度末平成２４年度末
区 分

構 成 比金 額構 成 比金 額
３５．８１２，４１３４０．０１３，１５６個 人
６４．２２２，２９９６０．０１９，７５７法 人
６４．２２２，２７７６０．０１９，７４１一 般 法 人
０．０８０．０９金 融 機 関
０．０１３０．０７公 金

１００．０３４，７１２１００．０３２，９１３合 計

（単位：百万円、％）

貸出の状況

資金の運用

●●●貸出金種類別平均残高

平成２５年度平成２４年度
科 目

構 成 比金 額構 成 比金 額
６．２１，０４１７．７１，２５３割 引 手 形
５．８９６７４．３７０７手 形 貸 付
７０．４１１，８３０７１．８１１，６８９証 書 貸 付
１７．６２，９６２１６．２２，６３２当 座 貸 越
１００．０１６，８０２１００．０１６，２８２合 計

●●●貸出金業種別残高・構成比

平成２５年度平成２４年度
業 種 別

構 成 比金 額構 成 比金 額
４８．８８，６２９４７．３８，２８５情 報 通 信 業
４８．８８，６２９４７．３８，２８５出 版
３１．６５，５８６３３．５５，８６９製 造 業
１５．８２，７８８１７．２３，０２０印 刷
１２．３２，１７７１３．０２，２７４製 本
３．５６２０３．３５７４製 版
８．２１，４５２８．３１，４６６卸 売 業 ・ 小 売 業
１．５２６１１．７３０６書 店
３．０５３２２．６４６３取 次
３．７６５８４．０６９５紙 業
１１．３２，００４１０．９１，９１２そ の 他
－－－－地 方 公 共 団 体

１００．０１７，６７２１００．０１７，５３２合 計

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）
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●●●担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額

平成２５年度平成２４年度
区 分

構 成 比金 額構 成 比金 額
１６．８２，９７２（０）１６．０２，８１０（０）当 組 合 預 金 積 金
４．４７７４（０）３．７６５１（０）有 価 証 券
２６．７４，７１９（５）２７．２４，７６３（６）不 動 産
０．４７７（０）０．５８６（０）そ の 他
４８．３８，５４３（５）４７．４８，３１１（６）小 計
１８．５３，２７８（０）２０．１３，５２４（０）信用保証協会・信用保険
２４．０４，２４７（０）２２．７３，９７９（０）保 証
９．２１，６０３（０）９．８１，７１７（０）信 用

１００．０１７，６７２（５）１００．０１７，５３２（６）合 計

（単位：百万円、％）

●●●貸出金金利区分別残高

平成２５年度末平成２４年度末区 分
１１，４８９１１，６１５固 定 金 利 貸 出
６，１８３５，９１７変 動 金 利 貸 出
１７，６７２１７，５３２合 計

●●●消費者ローン・住宅ローン残高

平成２５年度末平成２４年度末
区 分

構 成 比金 額構 成 比金 額
４．８２６３．８２２消 費 者 ロ ー ン
９５．２５１１９６．２５５７住 宅 ロ ー ン
１００．０５３７１００．０５７９合 計

●●●貸出金使途別残高

平成２５年度末平成２４年度末
区 分

構 成 比金 額構 成 比金 額
８７．４１５，４５４８７．９１５，４０４運 転 資 金
１２．６２，２１７１２．１２，１２８設 備 資 金
１００．０１７，６７２１００．０１７，５３２合 計

●●●代理貸付残高の内訳

平成２５年度末平成２４年度末区 分
５６全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会
－－株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫
－－株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫
－－独 立 行 政 法 人 住 宅 金 融 支 援 機 構
５６合 計

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

（単位：百万円）
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リスク管理債権

●●●リスク管理債権及び同債権に対する保全額

保全率（％）
（Ｂ＋Ｃ）／Ａ

貸倒引当金
（Ｃ）

担保・保証等
（Ｂ）

残 高
（Ａ）年 度区 分

１００．０００７６７６平成２４年度
破 綻 先 債 権

１００．０００６９６９平成２５年度
８９．６０１１６６２５８２７平成２４年度

延 滞 債 権
９２．７０１２６８３６１，０３７平成２５年度

−−−−平成２４年度
３ か 月 以 上 延 滞 債 権

−−−−平成２５年度
−−−−平成２４年度

貸 出 条 件 緩 和 債 権
−−−−平成２５年度

９３．２０１１６７０１９０３平成２４年度
合 計

９３．２０１２６９０５１，１０６平成２５年度
（注）
１．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又

は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸
出金」という。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第４号のイ．会社更生法等の規定による更生手続開始の申立てがあっ
た債務者、ロ．民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者、ハ．破産法の規定による破産の申立てがあっ
た債務者、ニ．商法の規定による整理開始又は特別清算開始の申立てがあった債務者、ホ．手形交換所の取引停止処分を受け
た債務者、等に対する貸出金です。

２．「延滞債権」とは、上記１．および債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支
払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。

３．「３か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上延滞している貸出金（上記１．および
２．を除く）です。

４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記１．～３．を除く）です。

５．「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。
６．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外

の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。

（単位：百万円、％）

●●●金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

貸倒引当金引当率
（Ｃ）／（Ａ−Ｂ）

保全率
（Ｄ）／（Ａ）

保全額
（Ｄ）＝（Ｂ）＋（Ｃ）

貸倒引当金
（Ｃ）

担保・保証等
（Ｂ）

債権額
（Ａ）区 分

０．００１００．００１８６−１８６１８６平成２４年度破産更生債権及び
これらに準ずる債権 ０．００１００．００２７３−２７３２７３平成２５年度

５７．４２８７．９８６３０１１６５１４７１６平成２４年度
危 険 債 権

６２．６８９０．９９７５８１２６６３２８３３平成２５年度
−−−−−−平成２４年度

要 管 理 債 権
−−−−−−平成２５年度

５７．４２９０．４７８１７１１６７０１９０３平成２４年度
不 良 債 権 計

６２．６８９３．２１１，０３１１２６９０５１，１０６平成２５年度
１６，６４６平成２４年度

正 常 債 権
１６，５８０平成２５年度
１７，５４９平成２４年度

合 計
１７，６８７平成２５年度

（単位：百万円、％）

（注）
１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生

手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ
れらに準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政
状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息
の受取りができない可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」
に該当する貸出債権です。

４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権
で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債
権」以外の債権です。

５、「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及
び保証による回収が可能と認められる額です。

６、「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除し
た貸倒引当金です。

７、金額は決算後（償却後）の計数です。
なお、本表における債権とは、貸出金及びこれに準ずる債権（未収利
息、未収金、貸出金に準ずる仮払金、債務保証見返）をいいます。こ
れに対して、「リスク管理債権及び同債権に対する保全額」表は、貸出
金の残高のみを表示しています。

●●●不良債権比率

５．３０平成２４年度
６．３１平成２５年度

（単位：％）

（金融再生法開示基準ベース）
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有価証券の状況

●●●有価証券種類別残存期間別残高

期間の定めの
ないもの１０年超５年超

１０年以内
１年超
５年以内１年以内区 分

−−−−−平成２４年度末
国 債

−−−−−平成２５年度末
−−−−−平成２４年度末

地 方 債
−−−−−平成２５年度末
−−−−−平成２４年度末

金 融 債
−−−−−平成２５年度末
−−−１００−平成２４年度末

社 債
−２２６２９９９９−平成２５年度末
６−−−−平成２４年度末

株 式
６−−−−平成２５年度末
−１，５００−−−平成２４年度末

外 国 証 券
−１，５００−−−平成２５年度末
−−−−−平成２４年度末

そ の 他 の 証 券
−−−−−平成２５年度末
６１，５００−１００−平成２４年度末

合 計
６１，７２６２９９９９−平成２５年度末

（単位：百万円）

●●●時価を評価することが極めて困難と認められる有価証券

●●子会社・子法人株式及び関連法人等株式で時価のあるもの
該当ありません。

平成２５年度平成２４年度
区 分

貸借対照表計上額貸借対照表計上額
５９０５９０関連法人等株式

６，０００６，０００非 上 場 株 式
６，５９０６，５９０合 計

（単位：千円）

●●●有価証券種類別平均残高

平成２５年度末平成２４年度末
区 分

構 成 比金 額構 成 比金 額
１６．８３９１−−国 債

−−−−地 方 債
−−−−短 期 社 債

１８．３４２６４３．１１，１４０社 債
０．３６０．２６株 式
６４．６１，５００５６．７１，５００外 国 証 券

−−−−そ の 他 の 証 券
１００．０２，３２４１００．０２，６４６合 計

（単位：百万円、％）

（注）当組合は、売買目的有価証券及び商品有価証券を保有しておりません。
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うち損うち益差 額時 価貸借対照表
計 上 額年 度債 券

−５９７５９７１００，５９０９９，９９２平成２４年度
社 債

−１，００５１，００５１０１，０００９９，９９４平成２５年度
２２４，７７５−△２２４，７７５１，２７５，２２５１，５００，０００平成２４年度

その他
２００，３７０−△２００，３７０１，２９９，６３０１，５００，０００平成２５年度
２２４，７７５５９７△２２４，１７８１，３７５，８１５１，５９９，９９２平成２４年度

合 計
２００，３７０１，００５△１９９，３６５１，４００，６３０１，５９９，９９４平成２５年度

●●●有価証券の時価、評価差額等
（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：千円）

（注）１．時価は当該事業年度末における市場価格等に基づいております。
２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等であります。
３．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は含みません。

（３）その他有価証券で時価のあるもの

うち損うち益差 額時 価貸借対照表
計 上 額年 度債 券

−−−６，５９０６，５９０平成２４年度
株 式

−−−６，５９０６，５９０平成２５年度
−−−−−平成２４年度

社 債
１，０３０９８９△４０５２６，２７０５２６，２３０平成２５年度

−−−６，５９０６，５９０平成２４年度
合 計

１，０３０９８９△４０５３２，８６０５３２，８２０平成２５年度

（単位：千円）

為替・その他の状況
●●●内国為替取扱実績

平成２５年度平成２４年度
区 分

金 額件 数金 額件 数
１６，５２７９，１８５１６，２１９１０，０１９他の金融機関向け

送金・振込
１５，３６０８，０９９１６，６０３８，７７３他の金融機関から

−−１３他の金融機関向け
代 金 取 立

−−３２他の金融機関から

（単位：百万円）

●●●金銭の信託、その他の金銭の信託及びデリバティブ取引
保有しておりません。

●●外国為替取扱高
該当ありません。

●●運用目的、満期保有目的及びその他の金銭の信託
該当ありません。

●●外貨建て資産残高
該当ありません。

●●公共債引受額
該当ありません。

●●公共債窓販実績
該当ありません。
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自己資本の充実状況

●●● 定性的開示事項
１、自己資本調達手段の概況（平成２５年度末現在）

当組合の自己資本は、内部留保及びお客様による普通出資金と土地の再評価額と再評価直前の帳簿価額の差
額の４５％相当額及び一般貸倒引当金で構成されています。

２、自己資本の充実度に関する評価の概要
平成２５年度の自己資本比率は９．０５％と経営の健全性を保持しております。平成２６年度は、事業計画を着実に

推進して、さらなる自己資本の充実を図ってまいります。
３、信用リスクに関する事項
（１）信用リスク管理の方針及び手続の概要

貸出金及び有価証券は組合資産の中核ですから、信用リスク管理は、組合資産の健全性を確保するうえ
で極めて重要であります。当組合は、融資業務を行う際の基本的な判断指針、理念、規範等を明示した
「クレジット・ポリシー」を定め、役職員に理解と遵守を促し、リスクの的確な把握と最善な対策を講じ
ることで、信用リスク管理を徹底しています。
信用リスクの評価につきましては、当組合は厳格な自己査定を実施し、大口与信先に対しては定期的状

況把握を行い、常勤役員会に報告する態勢を整備しています。また、組合資産を棄損する恐れがある債権
については、毎月、理事会に報告しチェックを受けております。
貸倒引当金は、「自己査定基準」及び「償却・引当基準」に基づき計上しています（具体的な計上方法に

つきましては、貸借対照表注記をご参照ください）。なお、貸倒引当金繰入額算出にあたっては、九段監査
法人の指導を受けております。

（２）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下の機関を採用しております。なお、エクスポー

ジャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。
・株式会社 日本格付研究所
・株式会社 格付投資情報センター
・ムーディーズ・ジャパン株式会社
・スタンダード＆プアーズ社

４、信用リスク削減手法に関するリスク管理方針及び手続の概要
当組合は、信用リスクを軽減する観点から、融資を行うにあたって、預金・積金、有価証券、不動産等の担

保や人的保証、信用保証協会、民間保証会社の保証による保全措置を講じています。ただし、このような措置
は、あくまでも補完的措置であり、資金使途、返済原資、財務内容、経営者の資質など、様々な角度から総合
的に判断し、過度に担保や保証に依存しないようにしています。担保あるいは保証が必要となる場合は、お客
様に十分な説明を行い、ご理解のうえご契約いただいています。また、担保、保証の取扱いについては、「融資
業務関連規程」等の事務手続書に基づき、適切な事務取扱及び適正な評価を行っております。
また、与信取引において、お客様が期限の利益を喪失されたときは、当該与信取引の範囲で預金相殺を行う

ことがあります。この際は、信用リスク削減方策の一つとして、当組合が定める各種約定書及び事務手続書等
に基づき、法的に有効であることを確認のうえ、事前の通知や諸手続きを省略して払戻し充当いたします。
なお、バーゼルⅡで定められている信用リスク削減手法のうち、当組合において適格担保として控除してい

るものは、自組合正式担保預金・積金のみであります。
５、派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
当組合は、該当がありません。

６、証券化エクスポージャーに関する事項
当組合は、該当がありません。

７、オペレーショナル・リスクに関する事項
（１）リスク管理の方針及び手続の概要

オペレーショナル・リスクは、業務運営上可能な限り回避すべきリスクであります。当組合は、「統合的
リスク管理方針」及び「統合的リスク管理規程」に基づきリスク管理の区分、リスク管理部署を定め、「リ
スク管理規程」で「事務リスク・システムリスクに係わる安全基準」を設けてリスクの顕現化の未然防止
及び発生時の影響度の極小化に努めています。特に事務リスクにつきましては、本部・営業店が一体とな
り、正確かつ効率的な業務水準を維持、向上を図っております。個人情報保護、商品・サービスの説明態
勢の整備、苦情相談窓口におけるご相談・苦情に対する適切な対応につきましても、お客様の保護を第一
義として取組んでおります。

（２）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
当組合は、基礎的手法を採用しております。

８、出資または株式等エクスポージャーに関するリスク管理方針及び手続の概要
当組合は、出資等エクスポージャーに関するリスク管理は有価証券運用に係る市場リスク管理と認識してお

り、「リスク管理規程」に基づき適切なリスク管理に努めています。なお、当組合は、業務運営上の必要性から
非上場株式を保有しておりますが、投資目的の出資、株式等エクスポージャーは、保有しておりません。
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９、金利リスクに関する事項
（１）リスク管理の方針及び手続の概要
当組合は、ALMシステムを採用し、月次単位で計測を行い、常勤役員会、ALM委員会で運用の評価を行う

態勢となっています。
（２）内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要

・計測方法 ：金利ラダー方式（有価証券は再評価方式）
・計測対象 ：運用・調達の有金利科目
・コア預金

対象 ：要求払預金
算定方法 ：下記①～③のうち最小の金額を上限

①過去５年間の最低残高
②過去５年間の最大年間流出量を現在残高から差し引いた残高
③現在残高の５０％相当額

・金利ショック幅 ：９９％タイル値を採用
・リスク計測の頻度：四半期毎に算出

定量的開示事項

１、自己資本の構成に関する事項
単体自己資本比率等

平成２４年度項 目
（自 己 資 本）

１，０９４出資金
－非 累 積 的 永 久 優 先 出 資
－優 先 出 資 申 込 証 拠 金
－資 本 準 備 金
－そ の 他 資 本 剰 余 金
１５４利 益 準 備 金
－特 別 積 立 金
－次 期 繰 越 金
－そ の 他
－自 己 優 先 出 資 （△）
－自己優先出資申込証拠金
－その他有価証券の評価差損 （△）
－営 業 権 相 当 額 （△）
－の れ ん 相 当 額 （△）

－企業結合により計上される無形固定
資産相当額 （△）

－証券化取引により増加した自己資本
に相当する額 （△）

１，２４９基 本 的 項 目 （Ａ）

１３３土地の再評価額と再評価の直前の帳
簿価額の差額の４５％相当額

８５一 般 貸 倒 引 当 金
－負債性資本調達手段等
－負 債 性 資 本 調 達 手 段
－期限付劣後債務及び期限付優先出資
－補 完 的 項 目 不 算 入 額 （△）
２１８補 完 的 項 目 （Ｂ）

平成２４年度項 目
１，４６８自己資本総額 （Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ）

－他の金融機関の資本調達手段の意図
的な保有相当額

－負債性資本調達手段及びこれに
準ずるもの

－期限付劣後債務及び期限付優先
出資並びにこれらに準ずるもの

－

非同時決済取引に係る控除額及び信
用リスク削減手法として用いる保証
又はクレジット・デリバティブの免
責額に係る控除額

－

基本的項目からの控除分を除く、自
己資本控除とされる証券化エクス
ポージャー及び信用補完機能を持つ
Ｉ／Ｏストリップス（告示第２２３条を
準用する場合を含む）

－控 除 項 目 不 算 入 額 （△）
－控 除 項 目 計 （Ｄ）

１，４６８自 己 資 本 額 （Ｃ）－（Ｄ）＝（Ｅ）
（リスク・アセット等）

１６，３１１資産（オン・バランス）項目
５オフ・バランス取引等項目

８８２オペレーショナル・リスク相当額を
８％で除して得た額

１７，１９８リスク・アセット等計 （Ｆ）

７．２６％単体Tier１ 比 率 （Ａ／Ｆ）
８．５３％単体自己資本比率 （Ｅ／Ｆ）

（注）「協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項において準用する銀行法 第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及
び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平
成１８年金融庁告示第２２号）に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。

（単位：百万円）
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平成２５年度項 目 経過措置による
不算入額

コア資本に係る基礎項目（１）
１，４６８普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
１，０６３うち、出資金及び資本剰余金の額
４０５うち、利益剰余金の額

－うち、外部流出予定額(△）
－うち、上記以外に該当するものの額

１０２コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
１０２うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

－うち、適格引当金コア資本算入額
－適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

－公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

３２土地の再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５パーセントに相当する額のうち、コ
ア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

１，６０２コア資本に係る基礎項目の額 （イ）
コア資本に係る調整項目（２）

３，４９４－無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
３，４９４－うち、のれんに係るものの額

－－うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
－－繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
－－適格引当金不足額
－－証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
－－負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
－－前払年金費用の額
－－自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
－－意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
－－少数出資金金融機関等の対象普通出資等の額
－－信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
－－特定項目に係る１０パーセント基準超過額
－－うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
－－うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
－－うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
－－特定項目に係る１５パーセント基準超過額
－－うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
－－うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
－－うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
－－コア資本に係る調整項目の額 （ロ）

自己資本
１，６０２自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ）

リスクアセット等（３）
１６，８１７信用リスク・アセットの額の合計額
△９４うち、経過措置によりリスクアセットの額に算入される額の合計額

３うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの
を除く。）

－うち、繰延税金資産
－うち、前払年金費用
△１５０うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
５６うち、上記以外に該当するものの額
８８７オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額

－信用リスク・アセット調整額
－オペレーショナル・リスク相当額調整額
１７，７０４リスク・アセット等の額の合計額 （二）

自己資本比率
９．０５％自己資本比率（（ハ）／（二））

（注）自己資本の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第１４条の２の規定
に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかを判断
するための基準（平成１８年金融庁告示第２２号）」が平成２５年３月８日に改正され、平成２６年３月３１日から改正後の告示が適用さ
れたことから、平成２４年度においては旧告示に基づく開示、平成２５年度においては新告示に基づく開示を行っております。な
お、当組合は国内基準を採用しております。

単体自己資本比率等
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２、自己資本の充実度に関する事項

（注）１．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
２．｢エクスポージャー｣とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相
当額です。

３．｢ソブリン｣とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方
道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決
済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会及び漁業信用基金協会のことです。

４．「三ヶ月以上延滞等」とは、元本又は利息が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している債務者に係るエクスポー
ジャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイト
が１５０％になったエクスポージャーのことです。

５．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

６．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

÷８％粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％
直近３年間のうち粗利益が正の数であった年数

平成２５年度平成２４年度
所要自己資本額リスク・アセット所要自己資本額リスク・アセット

６７２１６，８１２６５２１６，３１１イ．信用リスク・アセット、所要自己
資本の額合計

６７２１６，８１２６５２１６，３１１①標準的手法が適用されるポートフォリ
オごとのエクスポージャー

１６４１２１７４４４（ⅰ）ソブリン向け
１２１３，０２９１１４２，８７１（ⅱ）金融機関向け
４２１１０，５２８４０１１０，０３６（ⅲ）法人向け
１６４０６１７４３８（ⅳ）中小企業等・個人向け
４１０６４１１７（ⅴ）抵当権付住宅ローン
－－－－（ⅵ）不動産取得等事業向け
８２０５２５２（ⅶ）三ヶ月以上延滞
５１４２５１４２（ⅷ）出資等
５１４２出資等のエクスポージャー

重要な出資のエクスポージャー

－－

（ⅸ）他の金融機関等の対象資本調
達手段のうち対象普通出資等に該当
するもの以外のものに係るエクス
ポージャー

－－

（ⅹ）信用協同組合連合会の対象普
通出資等であってコア資本に係る調
整項目の額に算入されなかった部分
に係るエクスポージャー

７９１，９８０８８２，２０７（ⅺ）その他
－－②証券化エクスポージャー

－－③経過措置によりリスクアセットの額に
算入されるものの額

－－

④他の金融機関等の対象資本調達手段に
係るエクスポージャーに係る経過措置に
よりリスク・アセットの額に算入されな
かったものの額

－－⑤CVAリスク相当額を８％で除して得
た額

－－⑥中央清算期間関連エクスポージャー
３５８８７３５８８２ロ．オペレーショナル・リスク
７０７１７，６９９６８７１７，１９３ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

（単位：百万円）
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３、信用リスクに関する事項
（１）信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（業種別及び残存期間別）

（注）１．当組合は、デリバティブ取引を行っていないため、エクスポージャー区分から「デリバティブ取引」を省略しています。
２．「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞しているエクス
ポージャーです。

３．中央清算期間関連エクスポージャーは含まれておりません。
４．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しています。
５．業種区分は業域信用組合としての主要業種別としています。

３ヵ月以上延滞
エクスポージャー

信用リスクエクスポージャー期末残高エクスポージャー区分

業種区分
期間区分

デリバティブ取引債 券

貸出金、コミットメ
ント及びその他の
デリバティブ以外
のオフ・バランス取
引

２５年度２４年度２５年度２４年度２５年度２４年度２５年度２４年度２５年度２４年度

２１３４３－－－－８，６３４８，２９０８，６３４８，２９０情 報 通 信 業
２１３４３－－－－８，６３４８，２９０８，６３４８，２９０出 版
８９６－－－－５，５８６５，８７１５，５８６５，８７１製 造 業
２３６－－－－２，７８８３，０２２２，７８８３，０２２印 刷
６０－－－－－２，１７７２，２７５２，１７７２，２７５製 本
６－－－－－６２０５７４６２０５７４製 版
－－－－－－１，４５２１，４６７１，４５２１，４６７卸 売 業 、 小 売 業
－－－－－－２６１３０７２６１３０７書 店
－－－－－－５３２４６４５３２４６４取 次
－－－－－－６５８６９５６５８６９５紙 業
２６１８－－２，１２６１，６００２，００４１，９２０４，１３０３，５２６そ の 他
３３０６８－－２，１２６１，６００１７，６７８１７，５４９１９，８０４１９，１５５小 計
－－－－－－－－－－地 方 公 共 団 体
－－－－－－－－－－そ の 他
３３０６８－－２，１２６１，６００１７，６７８１７，５４９１９，８０４１９，１５５業種別合計

－－－－６，６５５６，２８０６，６５５６，２８０１ 年 以 内
－－１００－１，９８９１，４４３２，０８９１，４４３１ 年 超 ３ 年 以 内
－－－１００３，３４１３，８６４３，３４１３，９６４３ 年 超 ５ 年 以 内
－－３００－１，６０３１，６０７１，９０３１，６０７５ 年 超 ７ 年 以 内
－－－－２，１３９２，２８５２，１３９２，２８５７ 年 超１０年 以 内
－－１，７２６１，５０６１，９３４２，０４６３，６６０３，５５２１０ 年 超
－－－－１４２１１４２１期間の定めのないもの
－－２，１２６１，６００１７，６７８１７，５４９１９，８０４１９，１５５残存期間別合計

（単位：百万円）

（２）一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

期末残高
当期減少額当 期

増加額期首残高
そ の 他目的使用

８５９１－８５９１２４年度
一 般 貸 倒 引 当 金

１０２８５－１０２８５２５年度
１１６８３２８１１６１１１２４年度

個 別 貸 倒 引 当 金
１２６１１６－１２６１１６２５年度
２０１１７４２８２０１２０２２４年度

合 計
２２８２０１－２２８２０１２５年度

（単位：百万円）
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（３）業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等
（単位：百万円）

（注）１．当組合は、国内の限定された業種エリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

貸出金償却
個別貸倒引当金

期末残高当期減少額当期増加額期首残高
２５年度２４年度２５年度２４年度２５年度２４年度２５年度２４年度２５年度２４年度

４－１１４１１３７１８１７１１３９７情 報 通 信 業
４－１１４１１３７１８１７１１３９７出 版
６１８－－－６－－－６製 造 業
６－００－－－００－印 刷
－３－－－－－－－－製 本
－１４－－－６－－－６製 版
－－８－１－８－－－卸 売 業 、 小 売 業
－－－－－－－－－－書 店
－－－－１－－－－－取 次
－－８－－－８－－－紙 業
－９１２－４－－２７そ の 他
１０２８１２６１１６８１２１７１７１１６１１１小 計
－－－－－－－－－－地 方 公 共 団 体
－－－－－－－－－－雇用・能力開発機構等
１０２８１２６１１６８１２１７１７１１６１１１合 計

（４）リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

エクスポージャーの額告 示 で 定 め る
リスク・ウェイト区分

（％）
２５年度２４年度

格付無し格付有り格付無し格付有り
３４８１，０１２１，２９２－０
３，１４６－３，４６２－１０
１５，６４７２２６１４，３６３－２０
３０５－３３６－３５
１０６３０１４０－５０
７５５－８２４－７５

１４，６５３１００１４，５４１１００１００
９３－８－１５０

－－－－２５０
－－－－１２５０
－－－－その他
３５，０５４１，６４０３４，８６９１００合 計

（単位：百万円）

（注）１．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
２．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
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４、信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

クレジット・デリバティブ保 証適格金融資産担保信用リスク削減手法
ポートフォリオ 平成２５年度平成２４年度平成２５年度平成２４年度平成２５年度平成２４年度

――－－２，３５７２，２５９信用リスク削減手法が適用
されたエクスポージャー

――－－２３２９①ソブリン向け
――－－－－②金融機関向け
――－－２，０９８１，９７８③法人等向け
――－－１９０２１０④中小企業等・個人向け
――－－－－⑤抵当権付住宅ローン
――－－－－⑥不動産取得等事業向け
――－－４６４０⑦３ヵ月以上延滞等
――－－－－⑧出資等
――－－－－出資等のエクスポージャー
――－－－－重要な出資のエクスポージャー

――－－－－
⑨他の金融機関等の対象資本調達手段
のうち対象普通出資等に該当するもの
以外のものに係るエクスポージャー

――－－－－

⑩信用協同組合連合会の対象普通出資
等であってコア資本に係る調整項目の
額に算入されなかった部分に係るエク
スポージャー

――－－－－⑪その他

（単位：百万円）

（注）当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

５、派生商品取引及び長期決済期間取引の相手のリスクに関する事項
当組合は、該当がありません。

７、出資等または株式等エクスポージャーに関する事項
（１）貸借対照表計上額及び時価等

平成２５年度末平成２４年度末
区 分

時 価貸借対照表計上額時 価貸借対照表計上額
－－－－上 場 株 式 等

１４９，４９０１４９，４９０１４９，４９０１４９，４９０非 上 場 株 式
１４９，４９０１４９，４９０１４９，４９０１４９，４９０合 計

（単位：千円）

６、証券化エクスポージャーに関する事項
当組合は、該当がありません。

（２）出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

平成２５年度末平成２４年度末区 分
－－売 却 益
－－売 却 損
－－償 却

（単位：千円）

（３）貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

平成２５年度末平成２４年度末区 分
△４０－評 価 損 益

（単位：千円）

（４）貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
当組合は、該当がありません。

８、金利リスクに関する事項

（注）９９パーセンタイル値を使用しています。

平成２５年度平成２４年度

４６４５金利リスクに関して内部管理上使用した金利
ショックに対する損益・経済価値の増減額

（単位：百万円）
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主要な事業の内容

店舗と商品のご案内
店舗のご案内
本店
〒１００-００５１ 東京都千代田区神田神保町１−１０１
Tel０３−３２９２−２７１１（代） Fax ０３−３２９２−２７１０

板橋支店
〒１７３-０００５ 東京都板橋区仲宿６３−１０
Tel０３−３９６２−０２０６（代） Fax ０３−３９６２−０２３８

本部
〒１００-００５１ 東京都千代田区神田神保町１−１０１
Tel０３−３２９２−８２８１（代） Fax ０３−３２９２−８２０２
Eメール bunshin-soumu@nifty.com
HP http://www.bunka-shinyo.co.jp

預金と積金
内容と特色お預入れ金額期間預金の種類

貯める、受取る、支払う、借りるの４つの機能を１冊にまとめた暮
らしに役立つ通帳です。更に自動融資をセットした預金です。１円以上出し入れ自由総 合 口 座

ご事業のお取引に、小切手、手形がご利用いただける便利な預金
です。１円以上お出し入れ自由当 座 預 金

給与、年金のお受取、公共料金の自動支払など家計簿代わりに使
える便利な預金です。１円以上お出し入れ自由普 通 預 金

まとまった資金の短期運用に適しています。１万円以上７日以上通 知 預 金

納税に備える預金です。１円以上
入金は自由

納 税 準 備 預 金
払戻は納税時に

事業や個人の目的に備え、ご希望の契約額と期間を定めて、毎月
一定額を無理なく、着実に積み立てる預金です。１，０００円以上１～５年ス ー パ ー 積 金

まとまった資金を市場金利情勢に合わせて運用、お預入れ時の利
率は満期日まで変わりません。金利は毎週店頭に表示してありま
す。

１，０００円以上
３００万円未満

１ヶ月以上～５年以内スーパー定期
定

期

預

金

３００万円以上
１，０００万円未満

一番お得な高利回りの預金です。金利は契約時に市場実勢に合わ
せたご納得いただける金利を適用します。１，０００万円以上１ヶ月以上～５年以内大 口 定 期

６ヶ月ごとに市場金利に合わせ、金利が変動します。１，０００円以上２年・３年変動金利定期
１年複利の有利な預金です。お預入れから１年経過後は、満期日を
指定して払戻すことが出来ます。

１，０００円以上
３００万円未満３年期日指定定期

給与やボーナスから天引きで積立ができる預金です。 一般財形
（使い道自由）、住宅財形（マイホーム資金を目的）があります。１，０００円以上

一般財形３年以上
財 形 預 金

住宅財形５年以上

商品のご案内

ご融資
一般商業手形割引です。手 形 割 引
運転資金など短期のご融資です。手 形 貸 付
設備・長期運転資金など長期のご融資です。証 書 貸 付
限度を定め自由にご利用いただけます。当 座 貸 越

左記の金融機関に係る業務の代理の窓口として、
ご希望の資金に応じた融資の取扱いを行ってお
ります。

全国信用協同組合連合会
日本政策金融公庫
商工組合中央金庫

代
理
貸
付

都・区の低利な制度融資です。地 方 行 政 制 度 融 資
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ローン商品
個人向けで、お使い道事由で便利なローンです。カ ー ド ロ ー ン
長年、出版業界でお仕事をされている中小企業・個人事業主の皆様を
対象とした事業資金の融資商品です。ぶ ん し ん ビ ジ ネ ス ロ ー ン

業界先勤務者及び当組合の地区内に居住または勤務している方のラ
イフサイクル支援です。ぶんしんライフサイクルローン

ぶんしんとのお取引内容に応じてお得な優遇金利が適用される住宅
ローンです。ぶ ん し ん の 住 宅 ロ ー ン

法人向けイージーオーダー型ローンです、お申込みから１週間以内に
ご融資適否を回答いたします。ク イ ッ ク ロ ー ン

しんくみ保証提携ローン
お使い道自由な個人のお客様向けの融資商品です（ただし事業資金、
旧債返済資金は除きます。）。フ リ ー ロ ー ン

車両の購入はもちろん、修理、車検費用や免許取得資金にもご利用い
ただけます（ただし事業用、営業用車両の購入資金や個人間売買資金
は除きます。）。

カ ー ラ イ フ ロ ー ン

「ハンドルキーパー運動」の趣旨をご理解いただきご協力いただける
お客様に対して適用金利を優遇するカーライフローンです。

ハ ン ド ル キ ー パ ー 運 動 応 援
カ ー ラ イ フ ロ ー ン

小・中・高校、予備校、専門学校、短大、大学、大学院などの入学時
や在学時に係る費用に幅広くご利用いただけます。奨 学 ロ ー ン

増改築・修繕等資金、電化対応等資金、エコ給湯対応等資金、バリア
フリー対応等資金などのリフォーム関連資金や他金融機関のリ
フォーム資金の借換資金としてご利用いただけます（ただし店舗改装
等の事業性資金は除きます。）。

リ フ ォ ー ム ロ ー ン

中小企業・個人事業主の皆様を対象とした事業資金の融資商品です。し ん く み ビ ジ ネ ス ロ ー ン

特別区融資制度 千代田区、中央区、新宿区、文京区、墨田区、江東区、板橋区、豊島区の商工融資を取り扱っ
ています。

内国為替業務 全国どこの金融機関にも確実・安全にお振込みいたします。また、手形や小切手の取立もス
ピーディーに行います。

代理貸付業務 全国信用協同組合連合会、商工組合中央金庫、日本政策金融公庫等の代理貸付業務を行って
います。

収納代理業務 出版健康保険組合、出版厚生年金基金、全国印刷工業健康保険組合、東京印刷工業厚生年金
基金、東京製本健康保険組合、東京製本厚生年金基金等の組合費、掛け金等の収納代理業務
を行っています。

貸金庫 本店で取扱いをしています。

付 随 業 務
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●●●手数料一覧表

料 金基 準内 容
６４８３万円未満１件に付

他金融機関宛振
込
手
数
料

８６４３万円以上１件に付
２１６３万円未満１件に付

自信用組合本支店間
４３２３万円以上１件に付
８６４１件に付電信扱（電報による）

送 金 手 数 料
６４８１件に付普通扱（送金小切手）
２１６１通に付東京･横浜交換所内

支払場所別
代金取立手数料
（手形割引も含む）

８６４１通に付名古屋･京都･大阪･神戸
９７２１通に付普通扱

上記地区以外
１，０８０１通に付至急扱
６４８１件に付送金・振込の組戻料そ

の
他
為
替

６４８１通に付取立手形組戻手数料
６４８

６００円を超える場合は
その金額×１．０８＋実費

１通に付取立手形店頭呈示料

６４８１通に付不渡手形返却料
６４８１冊（５０枚）小切手用紙

そ

の

他

業

務

手

数

料

１，０８０１冊（５０枚）手形用紙
５４０１枚マル専手形用紙
５４０１枚預金小切手作成
１，０８０１件預金証書・通帳再発行
５４０１枚出資証券再発行
５４０１枚キャッシュ・ローンカード再発行
３２４１件残高証明書作成
１０８１件取引履歴作成
３，２４０１件住宅ローン証書貸付一部繰上償還
３，２４０１件３年以内

証書貸付
全額繰上償還
貸付日より

２，１６０１件３年超５年以内
１，０８０１件５年超７年以内
無料１件７年超

３，２４０一部繰上償還及び約定日･
期限･弁済方法等条件変更証書貸付全般

７００１件確定日付取得（除火災保険質権設定）
４．５／１，０００新株又は増資発行額に対し

株式払込
１０８受付票発行の場合１通に付

１０，８００年間貸金庫賃料
無料組合内他顧客への自振

３，２４０＋実費１件部内調査
担保不動産調査 １０８，０００～１６２，０００＋実費１件正式鑑定 都内２３区内

１７２，８００～２２６，８００＋実費１件正式鑑定 上記地域以外
無料５００枚まで原則組合員で、かつ定期預金５０万円以上・定期積金

掛金月５万円以上のいずれかに該当するお取引先
邦貨の両替手数料
（紙幣、硬貨の数量はお持
込、お持帰りのいずれか該
当する場合をいいます）

３２４５０１枚から５００枚毎
無料１～５０枚

上記基準に満たない方
３２４５１枚から５００枚毎

（平成２６年４月１日現在、消費税込み単位：円）

（注）実費とは、交通費、日当及びその他諸経費をいいます。
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昭和２７年１１月 ８日 東京出版信用組合として開業 初代組合長に寺澤音一就任
昭和３１年 ５月 ８日 本店を千代田区神田神保町１丁目に新築
昭和３３年 ４月 ７日 ２代目組合長に下出源七就任
昭和３５年 ２月 ８日 江戸川支店を新宿区東五軒町に開設
昭和３８年 ７月 ８日 京橋支店を中央区新富町に開設
昭和３９年 ６月 １日 組合名称変更「文化産業信用組合」となる
昭和４１年 ４月 ８日 文京支店を文京区氷川下町（現千石２丁目）に開設
昭和４３年 １月１６日 京橋支店を中央区八丁堀へ移転開店
昭和４３年 ６月 ８日 板橋支店を板橋区志村１丁目に開設
昭和４４年 ３月３１日 預金量５０億円突破
昭和４５年 ３月 ２日 本店ビル竣工に伴い新店舗で業務開始
昭和４８年 ３月２８日 板橋支店を板橋区仲宿に移転開店
昭和４８年 ８月 ３日 オフライン・コンピュータシステム導入
昭和４９年 ５月２３日 ３代目理事長に小川誠一郎就任
昭和４９年 ７月３１日 預金量１００億円突破
昭和５２年 ５月１８日 ４代目理事長に竹尾栄一就任
昭和５２年 ５月２４日 ５代目理事長に和田欣之介就任
昭和５３年 ２月１３日 江戸川支店竣工に伴い新店舗で業務開始
昭和５３年１１月３０日 預金量１５０億円突破
昭和６０年 ５月１３日 オンライン・コンピュータシステム導入
昭和６０年１０月 ８日 港支店を港区芝３丁目に開設
昭和６１年１２月３１日 預金量２００億円突破
昭和６３年１０月２４日 全国信用組合大会にて優良信用組合として表彰される
平成１年 ９月３０日 預金量２５０億円突破
平成３年 ５月２２日 ６代目理事長に長坂一雄就任
平成６年 ３月３１日 預金量３００億円突破
平成８年１０月２５日 全国信用組合大会にて優良信用組合として表彰される
平成９年 ５月２６日 ７代目理事長に渡邊隆男就任
平成１１年 ６月２５日 ８代目理事長に大谷健美就任
平成１１年１１月１７日 東京都労働経済局長より都政への協力に対し表彰される
平成１２年 ３月３１日 預金量３５０億円突破
平成１４年 １月１５日 京橋支店を本店に統合のうえ廃店
平成１４年 ２月 ８日 新本店竣工披露パーティ
平成１４年 ２月１２日 竣工ビルにて本店移転開店・同所に本部事務所移転
平成１４年１０月 １日 理事長 大谷健美が東京都知事より都政功労者として表彰される
平成１４年１１月７・８日 創立５０周年記念パーティ開催
平成１７年 ６月２２日 ９代目理事長に白鳥義胤就任
平成１７年１１月２１日 しんくみ全国共同コンピュータシステム稼動開始
平成１９年１２月１７日 港支店を本店に統合のうえ廃店
平成２０年 ３月 １日 １０代目理事長に下山務就任
平成２４年 ２月２２日 １１代目理事長に大谷健美就任
平成２４年 ４月２６日 本部組織変更を行い営業推進本部を設置
平成２４年 ４月２６日 理事会の下に「融資増強・貸出金管理委員会」と「店舗統廃合管理委員会」を設置
平成２４年１０月 ９日 江戸川支店と文京支店を本店に統合のうえ廃店
平成２４年１１月２２日 創立６０周年記念パーティ開催
平成２５年 ４月２４日 理事会の下に「経営評議会」を設置

当組合のあゆみ（沿革）
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トピックス

平成２５年８月に第１回のお客様満足度調査を実施しました。渉外営業、店頭営業ともお客様から高い評価をい
ただきました。調査結果のうち主な項目についてご報告します。

●調査対象者有効数／８２７件 ●回答数（回答率）／３７２件（４５％）

営業担当者の７３％はお客様から極めて高い信頼をいただいています。お客様自ら私どもに日頃の経営、財務に
係るご相談をいただけるように、役職員一同さらに努力をいたしてまいります。

●●●お客様満足度調査を実施

来店顧客（店頭営業）の満足度

いつも要領よく適切な説明である／74.5％

専門用語を使いわかり難いときがある／0.7％

ほとんど説明を受けたことがない／16.3％

わからない／8.5％

TPOをわきまえている／88.8％

自己主張を強く押し出す
営業態度である／0.6％

何を主張しているか
わからない時がある／2.2％

わからない／8.4％

回答社の経営や課題について
安心して相談している／73.5％

課題については質問されない限り
答えないし、積極的には相談しない／17.9％

相談してもいつも回答が曖昧なので
相談する気にならない／0.0％

信頼感がないので相談することはない／0.0％

わからない／8.5％

窓口係（テラー）の
対応について

間違え・ミスはない／87.0％

過去に何回かミスがあった／4.3％

しばしばミスがある／1.1％

わからない／7.6％

来店顧客に係る窓口での
日常事務の正確性

営業担当者の預金、貸出、
相談等の勧誘姿勢、態度

営業担当者に対する信頼性と相談能力
（融資業務をご利用のお客様）

渉外営業が担当する顧客の満足度



３１

当組合は、出版及びその関連産業の業域組合として、業界及び地域の組合員のみなさまへのご融資や預金の受
入あるいは為替業務等を通じて資金の円滑な供給に努めております。特に平成２６年度は、皆様のご資金需要に積
極的にお応えするように取組んでまいります。ご融資の申込から１週間以内にご回答をする、イージーオーダー
型「クイック・ローン」の取扱いを開始いたしました。ご用命を心からお待ちしております。このような業務以
外にも、組合員、地域あるいは営業店周辺の方々との交流（社会貢献活動）に努めております。

本店が所在する神保町界隈では、毎年ブックフェスティバル、古本まつりが行われ、本の愛好家が多数訪れま
す。平成２５年は１１月２日から３日間ブックフェスティバルが開催され、出版社がテントを並べて新刊本を市価よ
り割り引いて販売しました。当組合は、出店した出版社等に対する両替業務を３日間にわたって行い、改めて本
の魅力を訴えました。また、古本まつりは１１月４日まで行われ、ブックフェスティバルとともに、大勢の方々が
全国から訪れました。

出版・印刷・製本・製版・書店・取次・紙業が参加して行われる全出版人大会に協賛いたしました。毎年５月
に催されるこの大会には、著作者、文部科学省、国会図書館の方々も参加し、出版関連産業に携わる人が多数参
加します。

当組合職員研修を積極的に行い、業務知識の習得に努めています。研修の中でお客様から参加のご要望がある
テーマについて、オープンにしてどなたでも参加できる研修を始めました。「事業承継」について税理士の方に、
また、「新陳代謝型ものづくり補助金」について中小企業庁の方に講師をお願いしました。今後もこの種の研修を
適宜行ってまいります。研修を行う際は、当組合ホームページでお知らせします。
http://www.bunka-shinyo.co.jp

「板橋氷川神社祭礼」では、支店前駐車場を開放して神輿の待機場とするなど、地元との交流に努めました。

出版関連業界及び地域のみなさまとの交流（貢献）の状況について

●●● 神保町ブックフェスティバル、古本まつり協賛

●● 全出版人大会

●● 地元商店街の催し参加

●● オープン研修



本の香りのする街には
文化信用がある
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